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第１章 計画策定の概要

１ はじめに

⑴ 計画の趣旨

子ども・子育て支援については、平成２４年８月に質の高い幼児期の学

校教育・保育の総合的な提供、保育の量的拡大及び確保並びに地域におけ

る子ども・子育て支援の充実を図るため「子ども・子育て支援法（以下

「法」という。）」をはじめとする子ども・子育て関連３法が制定され、

平成２７年４月より「子ども・子育て支援新制度」が創設されました。ま

た、平成２８年４月及び令和元年１０月に、法の一部改正により、新たに

仕事・子育て両立支援事業及び子育てのための施設等利用給付がそれぞれ

創設されました。

この法では、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してき

ている状態を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化

及び支援の充実に向け、「妊婦等包括相談支援事業」「乳児等通園支援事

業（こども誰でも通園制度）」「産後ケア事業」の新規３事業を含む家庭

支援事業を掲げています。

本村においても、法への対応を主としつつ、「南牧村子ども・子育て支

援事業計画」を策定し推進しておりますが、第２期計画を見直し、住民ニ

ーズへの対応や子ども・子育て支援に対する重要性に関心や理解を深め、

社会全体で取り組むさらなる子育て支援の充実を目指して、第３期計画を

策定します。

⑵ 計画の位置づけ

本計画は、子ども・子育て支援法第６１条及び第６２条の国の基本指針に

基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」となります。

村では、平成１７年に「次世代育成支援対策推進行動計画」を策定し、子

育て支援施策や保育・教育事業を取り組んできましたが、これまでの内容を

包含するとともに「第五次南牧村総合計画」などの諸計画と連携した計画と

なります。

南牧村子ども・子育て支援計画の位置づけ

子ども・子育て支援法 第五次南牧村総合計画

南牧村次世代育成支援対策行動計画

南牧村子ども・子育て支援事業計画（令和７年度～令和１１年度）

継承

関連計画：南牧村障害者計画・南牧村障害福祉計画・南牧村障害児福祉計画

南牧村健康増進計画（健康なんもく21）・南牧村地域福祉計画・地域福祉活動計画
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⑶ 計画期間

子ども・子育て支援法では、市町村が定める計画期間は、５年を１期とす

るものとされています。よって本計画は令和７年度から令和１１年度まで

の５年間とします。

なお、計画期間中に法令等の改正、制度の変更又は社会状況等に変化が生

じた場合には、必要に応じて中間年度を目安に見直しを行うこととします。

⑷ 計画の策定体制

この計画の策定に先立ち、第五次南牧村総合計画策定にあたり実施した

アンケート調査の結果を基に、子育て世代が安心して子どもを産み育てら

れるようサポート体制の構築と強化、経済的支援の充実を図るため、子ど

も・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の規定により策定しました。

R７

年度

R８

年度

R９

年度

R１０

年度

R１１

年度

R１２

年度

R１３

年度

R１４

年度

R１５

年度

R１6

年度

第五次南牧村総合計画

第３期子ども・子育て支援事業計画 次期子ども・子育て支援事業計画

策定 見直し
評価・次期

作成
策定 見直し

評価・次期

作成
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２ 子ども・子育て支援制度の概要

⑴ 子ども・子育て関連３法

子ども・子育て関連３法は、保護者が子育てについての第一義的責任を有

するという基本認識に基づき、幼児期の学校教育・保育・地域の子ども・子

育て支援を総合的に推進するための法律で、以下の３つの法律で構成され

一部改正が行われています。

子ども・子育て支援法

① 子ども・子育ての基本理念、各主体の責務等を規定

② 子ども・子育て支援給付の創設

＊施設型給付及び地域型保育給付、児童手当を規定

＊子ども・子育て支援給付の支給認定

③ 教育・保育施設及び地域型保育事業者の確認

④ 地域子ども・子育て支援事業を規定

⑤ 子ども・子育て支援事業計画の策定

⑥ 子ども・子育て会議の設置

⑦ こども家庭センターと地域子育て相談機関の設置の計画

認定子ども園法

（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律）

① 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の充実

② 幼保連携型認定こども園

＊設置主体は国、地方公共団体、学校法人及び社会福祉法人に限る。

③ 公私連携幼保連携型認定こども園に関する特例

④ こども誰でも通園制度事業の計画

整備法

（子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の提供の推

進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律）

① 児童福祉法の一部改正

② 幼保連携型認定こども園が「児童福祉施設」と「学校」のどちらかを明

確化するための改正等

③ 「学校」の定義に幼保連携型認定こども園を加えることに伴う関係法令

の改正等
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⑵ 子ども・子育て支援法のサービス

子ども子育て支援法のサービスは、大きくは「教育・保育給付」と「地

域子ども・子育て支援事業」の２区分となります。

◆サービスの類型一覧表◆

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

施設型給付

１．公立幼稚園

２．新制度への移行を選択する私立幼稚園

３．公立認可保育所

４．幼保連携型認定こども園

５．幼稚園型認定こども園

６．保育所型認定こども園

７．地方裁量型認定こども園

地域型保育

給付

８．小規模保育

９．家庭的保育

10．居宅訪問型保育

11．事業所内保育

地域子ども・

子育て支援事業

１．利用者支援

２．地域子育て支援拠点事業

３．妊婦健診

４．乳児家庭全戸訪問事業

５．養育支援訪問事業

６．子どもを守るネットワーク

７．多様な主体の参入促進事業

８．一時預かり（幼稚園型）

９．一時・援助・トワイライト

10．子育て短期支援（ショートスティ）

1１．病児保育・子育て援助

1２．子育て援助（就学後）

1３．実費徴収補足給付

1４．延長保育

１５．放課後児童健全育成事業

１６．放課後子ども教室

１７．子育て世帯訪問支援事業

１８．児童育成支援拠点事業

１９．親子関係形成支援事業

子ども・子育て支援法以外

私立認可保育所（委託費を支弁）

新制度への移行を選択しない私立幼稚園（私学

助成・幼稚園就園奨励費補助を支弁）
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① 子どものための教育・保育給付

幼児期の学校教育と保育の必要性のある子どもへの保育について、幼

稚園・保育所・認定こども園・小規模保育等の施設等を利用した場合に

給付対象となります。給付費が確実に子育て支援に使われるようにする

ため、保護者への直接的な給付ではなく、各施設が代理で給付を受け、

保護者は施設等からサービスを受ける仕組み（法定代理受領）となりま

す。

■給付の仕組み（イメージ）

・教育・保育の資格を有

していることの認定申

請（子どもごと）

・保育利用希望の申込み

・教育・保育の提供

・保育料の支払い ※２

※１：新制度への移行を選択しない私立幼稚園の場合、市町村から幼稚園に私学助成・

幼稚園就園奨励費を支払い。（代理受領）また、私立認可保育所の場合は、委託費を

支払い。

※２：私立認可保育所の場合、保育料は市町村へ支払い

◆施設型給付

施設型給付の対象事業は、「認定こども園」「幼稚園」「認可保育所」等の教育・

保育施設です。市町村が保護者に対して施設型給付費を支給することになり、令

和元年１０月から３歳から５歳の「認定こども園」「幼稚園」「認可保育所」等の

利用料が無償化となりました。

ただし、施設型給付は、次の２つの給付構成が基本となっています。

① 満３歳以上児に対する標準的な教育時間及び保護者の就労時間等に応じ

た保育に対応する給付

② 満３歳未満児の保護者の就労時間等に応じた保育に対応する給付

◆地域型保育給付

新制度では定員が１９人以下の保育事業について、市町村による認可事業（地

域型保育事業）として、地域型保育給付の対象となります。

自治体

施設等
利用者

（保護者）

・保育の必要性・保育必要量の認定

・保護者負担区分の決定

・ 認定証交付

・ 利用調整

・施設型給付費または

地域型保育給付費の支

払い（法定代理受領）

※１



6

地域型保育給付対象事業は、「小規模保育事業」「家庭的保育事業」「居宅訪問

型保育事業」「事業所内保育事業」の４種類から構成されます。

19人

6人

5人

1人

② 地域子ども・子育て支援事業

地域子ども・子育て支援事業は、市町村が地域の子ども・子育て家庭の

実情に応じて実施する事業です。

地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て支援法で１６事業に定

められています。また、令和６年子ども・子育て支援法改正により、新規

３事業が創設されました。

⑶ 質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提供

① 認定こども園制度の改善

＊従来の認定こども園制度は、幼稚園・保育所、それぞれの認可を受けな

ければならないこと、また、財政的にも、幼稚園部分は私学助成、保育所

部分は保育所運営費を別々に受ける手続きを経なければいけないことな

ど、手続きの煩雑さや財政支援の不十分さが指摘されていました。

＊認定こども園法の改正により、幼保連携型認定こども園については、認

定こども園として一つの認可を受けるだけで良くなり、これに伴い指導

監督も一本化されます。

＊また、財政措置についても、私学助成・保育所運営費が別々に支給され

るという従来の状況を改め、新たに設けられる「施設型給付」により給付

が一本化されます。

＊なお、幼保連携型認定こども園の設置主体は、国、地方公共団体、学校

法人又は社会福祉法人となります（既存の幼稚園及び保育所からの移行

は義務付けない）。

② 保育に係る認可制度の改善

＊新制度における保育については、認可制度を前提としながら、保育需要

の増大に機動的に対応できるようにするため、認可制度の改善が図られ

ます。

＊社会福祉法人・学校法人以外の者に対しては、客観的な認可基準への適

合に加え、経済的基礎、社会的信望、社会福祉事業の知識経験に関する要

① 小規模保育

②家庭的保育

③居宅訪問型

保育

④事業所内保育

（従業員の子ども＋地域

枠）

認

可

定

員
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件を満たすことと求めた上で、欠格事由に該当する場合や供給過剰によ

る需給調整が必要な場合を除いて認可します。

＊村は、認可施設・事業に対し、利用定員を定めた上で給付の対象となる

ことを確認し、適正な給付の維持のため、施設・事業に対する指導監督を

実施します。

⑷ 保育の必要性の認定について

＊新制度においては、保育所等への入所申し込みから切り離した手続きと

して、保育の必要性の認定を行うこととされます。

＊これにより、潜在的需要を含めて地域の保育需要を従来よりも正確に把

握することが可能になります。

① 認定

認定は次の１～３号の区分で行われます。

② 認定基準

保育の必要性の認定（２号、３号の保育の必要性の認定を受ける子ども）

にあたっては以下の３点について基準を策定します。

◆保育の必要な事由

① 就労：フルタイムのほか、パートタイム、夜間の就労など基本的にすべ

ての就労

② 就労以外の事由：保護者の疾病・障害、産前産後、同居親族の介護、災

害復旧、求職活動及び就学等、またそれらに類するものとして村が定める

事由

◆区分（月単位の保育の必要量に関する区分）

① 保育標準時間：主にフルタイムの就労を想定した長時間利用

② 保育短時間：主にパートタイムの就労を想定した短時間利用

区分 対象者 利用サービス

１号認定（教育

標準時間認定）

子どもが満３歳以上で、幼稚園等での教育を希望す

る場合

・幼稚園

・認定こども園

２号認定（満３

歳以上・保育認

定）

子どもが満３歳以上で、「保育の必要な事由」に該

当し、保育所等での保育を希望する場合

・保育所

・認定こども園

３号認定（満３

歳未満・保育認

定）

子どもが満３歳未満で、「保育の必要な事由」に該

当し、保育所等での保育を希望する場合

・保育所

・認定こども園

・地域型保育
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第２章 子ども・子育てを取り巻く環境

１ 統計データからみた現状と課題

⑴ ３区分別人口推移

本村の人口は、住民基本台帳によると令和２年１０月１日現在、１，６１

１人となり、昭和５５年以降減少傾向が続いています。

年齢３区分別人口（年少人口、生産年齢人口、高齢者人口）を見ると１５

歳未満の年少人口は昭和５５年から減少傾向が続いており、令和２年には

１，０６１人減の３８人となっています。その一方で６５歳以上の高齢者人

口は昭和６０年から平成１７年にかけて増加してきましたが、平成２２年

からは村全体の人口が急激に減少し少子高齢化が顕著にあらわれています。

さらに１５歳から６４歳の生産年齢人口を見ても大幅に減少しており、子

育て支援の必要性が高まる状況にあります。

資料：国勢調査（昭和５５年～令和２年）

1054人 731人 501人 360人 238人 152人 103人 59人 38人

3811人
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１５歳未満 １５歳～６４歳 ６５歳以上
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⑵ 子どもの人口の推移

平成３１年から令和５年の本村の１８歳以下の人口の推移をみると、平

成３１年の６８人から３３．９％減少し、令和５年には３８人となっていま

す。

資料：住民基本台帳

⑶ 出生数の推移

子どもの人口については、減少が続いており、出生数については1～2人

を継続している状況です。

資料：人口動態統計
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⑷ 合計特殊出生率の推移（国、県比較）

平成２８年のから令和元年のかけて本村の合計特殊出生率は、群馬県、全

国に比べて相当低い状況が続いていましたが、令和２年に限り群馬県・全国

を上回る状況となりました。

（単位：人）

資料：人口動態統計

※ 「合計特殊出生率」とは、一人の女性が一生の間に生む子どもの平均数のことで一

般的に出産可能な年齢とされる１５～４９歳までの女性の年齢別人口や生んだ子ど

もの数等をもとに算出されるものです。この値が２．０８人を下回ると、将来的に総

人口は減少するといわれています。

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年

南牧村 0.87 0.72 0.79 0.36 2.02

群馬県 1.48 1.47 1.47 1.4 1.37

全国 1.42 1.36 1.33 1.3 1.26

0.87
0.72 0.79

0.36

2.02

1.48 1.47 1.47 1.4 1.371.42 1.36 1.33 1.3 1.26

0

0.5

1

1.5

2

2.5

南牧村 群馬県 全国
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⑸ ３区分別人口推計

３区分人口の今後、５年毎の将来予測は、下記のとおりです。

資料：国立社会保障・人口問題研究所日本の地域別将来推計人口

⑹ 年少人口推計

年少人口の今後、５年毎の将来予測は、下記のとおりです。

資料：国立社会保障・人口問題研究所日本の地域別将来推計人口

令和2年 令和7年 令和12年令和17年令和22年令和27年

６５歳以上 1183人 885人 732人 603人 476人 357人
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⑺ 保育園児数

本村の保育園は、１園で令和７年度の園児数は１２人です。令和１１年

度まで少しずつ減少しています。

⑻ 小学校児童数

本村の小学校は、令和６年４月から小中一貫校「なんもく学園」となり

ました。

令和７年度の児童数は６人です。令和１１年度まで児童数は一定の児童

数を保っています。
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家庭と地域で育てよう子どもの未来

第３章 基本的な考え方

１ 計画の基本理念

⑴ 基本方針

「子ども・子育て支援新制度」は、次世代育成支援行動計画の基本理念を

引き継ぎ、子どもが健やかに成長できるとともに、子どもを育てやすい社会

の実現を目指して創設されるもので、新制度においては、市町村は子ども・

子育て支援の実施主体の役割を担い、地域のニーズに基づいて事業計画を

策定し、質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域の子ども・子育て支援事

業の提供を図ることが求められています。

≪国の基本方針≫

◆ 「子どもの最善利益」が実現される社会を目指す

◆ 一人の子ども健やかな育ちを等しく保障する

◆ 地域や社会が保護者に寄り添い、自己肯定感を持ちながら子どもと向き合

える環境を整える

◆ 幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども子育ての量的拡充と

質改善を図る

◆ 各々が協働し、それぞれの役割を果たす

そこで、本計画においては子どもの最善利益実現、自助・共助・公助に基づく

地域全体で子どもや子育て家庭を支える社会の構築を目指し、以下の基本方針

を掲げるものとします。

【基本方針】
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⑵ 計画の全体像

【基本方針】 【基本目標】

家

庭

と

地

域

で

育

て

よ

う

子

ど

も

の

未

来

１ 地域における子育て支援

(1) 地域における子育て支援サービスの充実

(2) 保育サービスの充実

(3) 子育て支援ネットワークづくり

(4) 子どもの健全育成

(5) 地域の高齢者の参画を得た世代間交流の推進

３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

(1) 次代の親の育成

(2) 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備

(3) 家庭や地域の教育力の向上

(4) 子どもを取り巻く有害環境対策の推進

２ 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進

(1) 子どもや母親の健康の確保

(2) 「食育」の推進

(3) 思春期保健対策の充実

(4) 小児医療の充実

(5) 不妊治療・不育治療対策の充実

６ 子どもの権利尊重と要支援児童への対応などきめ細かな取組の推進

(1) 子どもの権利尊重

(2) 児童虐待防止対策の充実

(3) ひとり親世帯等の自立支援の推進

(4) 子どもの貧困対策の推進

(5) 障害児対策の充実

５ 職業生活と家庭生活との両立の推進

(1) 職場での子育てについての意識啓発

(2) 仕事と子育ての両立の推進

４ 子育てを支援する生活環境の整備

(1) 遊びの機会と遊ぶ場所の整備

(2) 安全な道路交通環境の整備

(３) 安全・安心な村づくりの推進
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第４章 子ども・子育て支援策の展開

１ 地域における子育て支援

南牧村では、地域における子育て支援として、保育所や学童クラブに代表さ

れる保育サービスをはじめ、高齢者と子どもの交流事業に取り組んでいきま

す。

⑴ 地域における子育て支援サービスの充実

「子ども・子育て支援法」による地域子ども子育て支援事業の充実を図っ

ていきます。

⑵ 保育サービスの充実

保育サービスの利用者による選択や質の向上に資する観点から、保育サ

ービスに関する積極的な情報提供を行うことや、サービス評価等の仕組み

の導入、実施についても取り組みを進めていきます。

⑶ 子育て支援ネットワークづくり

子育て世帯に対して、きめ細かな子育て支援サービス・保育サービスを効

率的に提供するとともに、サービスの質を図る観点から、地域における子育

て支援サービス等のネットワーク化を図ります。

また、各種のサービスが、利用者に十分周知されるよう、情報提供を積極

的に行います。

⑷ 子どもの健全育成

村では、子どもの居場所を確保するため、豊かな自然環境の利用も考慮し、

対応を検討していきます。

また、現在、保育所では小学生との交流会、中学生との交流会等の異年齢

児交流事業を行っており、今後もこの事業量を増やしさらに充実させ継続

していきます。

⑸ 地域の高齢者の参画を得た世代間交流の推進

各地域や保育所・学校等における、昔からの遊びや生活の知恵、地域の伝

統文化、農林業などの産業文化を伝承する世代間交流活動を促進します。

２ 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進

⑴ 子どもや母親の健康の確保

村健康増進計画（健康なんもく２１）に則り、母性並びに乳幼児等の健康

の確保及び増進を図るため、保健、医療、福祉及び教育の分野間の連携をと

り切れ目のない支援を行うとともに、地域における母子保健施策等の充実

に努めます。
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⑵ 「食育」の推進

乳幼児からの正しい食事の摂り方や望ましい食習慣の定着のための学習

機会や情報の提供を行い、乳幼児健診などの場における、食育の充実を図り

ます。また村内各種団体との交流を通じて、子どもの「食」に対する関心を

高めることや、食文化の継承など様々な知識と食を選択する判断力を身に

つけます。

⑶ 思春期保健対策の充実

思春期の性に対する健全な意識を持つことや、性や性感染症予防に関す

る正しい知識の普及を図ります。

また、喫煙や薬物等に関する教育、学童期、思春期における心の問題につ

いても地域における相談体制の充実等に努めます。

⑷ 小児医療の充実

本村単独でこの問題に対処することは非常に困難な状況にあるため、近

隣市町村の産科や小児科の情報提供に努めるとともに、広域的連携のもと、

対応を検討することとします。

⑸ 不妊治療・不育症治療対策の充実

治療に係る医療費の助成事業の充実を図り、また、積極的な情報提供を行

います。

３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

⑴ 次代の親の育成

男女が協力して家庭を築くこと及び子どもを生み育てることの意義に関

する教育・広報・啓発に努めます。

⑵ 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備

次代の担い手である子どもが、個性豊かに、生きる力を伸長することがで

きるよう、取り組みます。

⑶ 家庭や地域の教育力の向上

子どもを地域社会全体で育てる観点から、学校、家庭及び地域の連携を

もとに家庭や地域における教育力を総合的に高めることに努めます。

⑷ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進

テレビ、インターネット等のメディア上の性、暴力等の有害情報について

は、子どもに悪影響が懸念される状況です。このため、ＰＴＡ、学校、商工
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会、警察等の関係者と連携・協力をして、めまぐるしく変わる環境を的確に

把握しながら、子どもに危険性を認知させ、本来の正しい使い方の啓発を行

います。

4 子育てを支援する生活環境の整備

⑴ 居住環境や道路交通環境の確保

公営住宅や空き家等、子育てを担う若い世代がスムーズに入居できるよ

う、空き室状況などの情報提供や相談を行います。

また、子ども、子ども連れの親等が安全・安心に通行することができるよ

う生活道路における通過車両の速度の抑制対策等に努めます。

⑵ 遊びの機会と遊ぶ場所の整備

本村は、自然環境には大変恵まれています。この自然環境を実体験させる

ために必要な環境の整備を検討します。

また、保護者･地域住民と連携し、体育館や運動場などの学校施設を子ど

もの遊び場として有効に活用します。

⑶ 安全・安心な村づくりの推進

子どもが犯罪等の被害に遭わない村づくりを進めるため、各小中学校の

通学路の点検を行います。

また、幹線道路の整備に伴い村外からの車両も増えており、不審者などか

らの子どもの犯罪被害防止のため、子ども、保護者、地域住民に対して防犯

意識の向上に努めます。

5 職業生活と家庭生活との両立の推進

⑴ 職場での子育てについての意識啓発

国・県等と連携し、勤労者・住民、事業主などに対して、少子化対策や子

育て支援についての意識啓発、情報提供を行います。

特に、子育て中の親に対する職場での理解促進に努めます。

⑵ 仕事と子育ての両立の推進

出産・育児・介護休業制度などの普及・啓発、短時間勤務・フレックスタ

イム制などの普及を促進します。

また、親が安心して仕事をすることができるよう、子どもの居場所を確保

します。
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6 子どもの人権尊重と要支援児童への対応などきめ細かな取組の推進

⑴ 子どもの権利尊重

子どもの主体的な選択・決定に配慮するとともに、その権利を尊重する意

識を持つように、人権教育や啓発活動を推進します。また、不登校やいじめ

などに対して子ども一人ひとりに応じたきめ細やかな対応を推進します。

⑵ 児童虐待防止対策の充実

すべての子どもの健全な心身の成長を促していくためには、早期発見、早

期対応、保護支援、アフターサービスに至るまでの切れ目のない総合的な支

援が必要です。このため、相談体制の整備や、親と子の心の健康づくり対策

を推進します。また、「南牧村要保護児童対策地域協議会」を中心に、関係

機関と連携の強化を図るとともに、虐待防止に向けた啓発を実施します。

⑶ ひとり親世帯等の自立支援の推進

児童扶養手当の支給及び福祉医療給付事業の推進とともに、自立に向けた

相談、就業支援などの相談体制を充実させ、関係機関との連携を図ります。

⑷ 子どもの貧困対策の推進

「南牧村子育て応援条例」などの各種補助事業を充実させ、子どもを貧困

の連鎖から守ります。また、一人ひとりに応じた相談、指導等の体制の充実

を図り、教育を受ける機会の均等を図ります。

⑸ 障害児対策の充実

乳幼児健診等を通じた幼児期における心身の障害の早期発見に努めると

ともに、療育相談・指導の充実、早期療育の重要性についての啓発を進めま

す。

また、障害のある子ども、障害のない子どもが同じように地域の中で生活

できるように、障害のある子どもに対する理解の促進を図り、関係機関等の

連携による就学相談等の充実を図ります。



19

第５章 子ども・子育て支援制度に基づく目標設定

１ 村内施設の現状

⑴ 保育園

村内の保育園は１箇所で、令和６年４月１日現在の入園児童は、７人とな

っています。入園待機児童はいません。

■保育園の状況

■保育園施設情報（令和６年現在）

施設

名

定

員

令和６年度初日現在在籍入園児童数 職員数

０

歳

児

１

歳

児

２

歳

児

３

歳

児

４

歳

児

５

歳

児

合

計

正規職員（嘱託職員含む） 非常勤職員

園

長

保

育

士

調

理

員

事

務

員

計

保

育

士

そ

の

他

さ く

ら 保

育園

20 １ ０ ２ １ ２ １ ７ １ ３ １ ０ ５ ３ ３

区分 さくら保育園

設置者 理事長 中泉玄洋

定員 ２０人

設置 昭和３２年２月２５日

施設

現施設開設 平成１０年４月１日

保育室数 ４

特別保育 一時預かり事業

敷地面積 ５１６㎡

建築面積 ４２２．３５㎡
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２ 事業量推計

⑴ 幼児期の学校教育・保育の量の見込み

国から提示される基本指針等に沿って、計画期間における「幼児期の学校

教育・保育の量の見込み」を定めます。

計画期間における量の見込みは、以下のとおりとします。

■各年齢別 教育・保育の量の見込み（ニーズ量） （単位：人）

※ 「量の見込み」は、現在の利用状況、利用希望を踏まえて算出しています。

区分

実数 推計

令和6年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

児童数（５歳未満） １０人 １２人 １０人 １０人 ９人 ９人

３～５歳児 ５人 ６人 ４人 ６人 ６人 ６人

０～２歳児 ５人 ６人 ６人 ４人 ３人 ３人

０歳児 ３人 ２人 1人 １人 １人 1人

１・２歳児 ２人 ４人 ５人 ３人 ２人 ２人

１号認定（３～５歳児） ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

２号認定（３～５歳児） ７人 ６人 ４人 ６人 ６人 ６人

３号認定

０歳児 ３人 ２人 1人 1人 １人 1人

１・２歳児 ０人 ４人 ５人 ３人 ２人 ２人

計 １０人 ６人 ６人 ４人 ３人 ３人

区分 対象者 利用サービス

１号認定（教育標

準時間認定）

子どもが満３歳以上で、幼稚園等での教育を希

望する場合

・幼稚園

・認定こども園

２号認定（満３歳

以上・保育認定）

子どもが満３歳以上で、「保育の必要な事由」に

該当し、保育所等での保育を希望する場合

・保育所

・認定こども園

３号認定（満３歳

未満・保育認定）

子どもが満３歳未満で、「保育の必要な事由」に

該当し、保育所等での保育を希望する場合

・保育所

・認定こども園

・地域型保育
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３ 提供体制の確保の内容

Ⅰ 教育・保育提供区域について

⑴ 教育・保育提供区域とは

教育・保育提供区域とは、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅よ

り容易に移動することが可能な区域であり、地理的条件、人口、交通事情等

の社会的条件や教育・保育の整備の状況等を総合的に勘案して設定するも

のです。

⑵ 区域設定

本村では、１施設のみのため、南牧村全域とします。

Ⅱ 子どものための教育・保育給付

村は、設定した「量の見込み」に対応するよう、「教育・保育施設及び地域

型保育事業による確保の内容及び実施時期（確保方策）」を設定します。

【確保方策】

施

設

型

給

付

１．幼稚園
公立幼稚園

新制度への移行を選択する私立幼稚園

２．保育所

３．認定こども園

幼保連携型認定こども園

幼稚園型認定こども園

保育所型認定こども園

地方裁量型認定こども園

計 画

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和 11年度

量の見込み（利用意向）

１号認定 幼稚園 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

２号認定 保育所 ６人 ４人 ６人 ６人 ６人

３号認定 ０歳児 ２人 １人 １人 １人 １人

1･２歳児 ４人 ５人 ３人 ２人 ２人

計 ６人 ６人 ４人 ３人 ３人

確保方策（定員）

１号認定 幼稚園 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人

２号認定 保育所
20人 20人 20人 20人 20人

３号認定 保育所
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Ⅲ 地域子ども・子育て支援事業

以下の事業について、量の見込み及び確保方策を設定します。

【地域子ども ・ 子育て支援事業】

① 利用者支援事業

② 地域子育て支援拠点事業

③ 妊婦健診

④ 乳児家庭全戸訪問事業

⑤ 養育支援訪問事業等

⑥ 子どもを守るネットワーク

⑦ 多様な主体の参入促進事業

⑧ 一時・援助・トワイライト事業

⑨ 子育て短期支援事業

⑩ 病児保育、子育て援助（ファミリー・サポート・センター）事業

⑪ 実費徴収補足給付事業

⑫ 延長保育事業

⑬ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）・放課後子ども教室事業

⑭ 子育て世帯訪問支援事業

⑮ 児童育成支援拠点事業

⑯ 親子関係形成支援事業

⑰ 妊婦等包括相談支援事業

⑱ 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）

⑲ 産後ケア事業

※ 黒塗りの事業は実施していないため、量の見込み及び確保方策等は設定

しません。

① 利用者支援に関する事業

教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業等の情報提供及び必要に

応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を行います。

主に保健師が妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関

する妊産婦等からの様々な相談に応じ、その状況を継続的に把握し、支援

を必要とする者が利用できるサービス等の情報提供を行う「こども家庭セ

ンター型」として実施します。

計 画

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和 11年度

実施箇所数 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所

実施場所 保健福祉課
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② 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター）

地域子育て支援拠点事業は、公共施設や保育所等の地域の身近な場所

で、子育て中の親子の交流・育児相談等の基本事業を実施するものです。

基本的な事業として、① 交流の場の提供・交流促進、② 子育てに関す

る相談・援助、③ 地域の子育て関連情報提供、④ 子育て・子育て支援に

関する講習等があります。

③ 妊婦に対して健康診査を実施する事業（妊婦健診）

妊婦に対して健康診査を実施する事業は、母子保健法第13 条で、自

治体が必要に応じて妊産婦に対して健康診査を行うことを規定されてい

ることを根拠に実施している事業です。

対象者数（人口推計の０歳児人口を出生数と想定）は、2人程度で推移

すると想定されます。

※対象者数は延人数

④ 乳児家庭全戸訪問事業

乳児家庭全戸訪問事業は、生後４か月までの乳児のいる家庭に助産

師・保健師が訪問し、育児相談、子育て支援に関する情報提供や養育環境

の把握等を行います。

対象者数（人口推計の０歳児人口を出生数と想定）は、２人程度で推移

すると想定されます。

計 画

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み（月利用回数数） １人 １人 １人 １人 １人

確保方策 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所

実績 計 画

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

量の見込み

（対象者数）
２８人 ５６人 ５６人 ５６人 ５６人 ５６人

確保方策 ２８人 妊婦全員の実施体制が整っており、100％の実施をめざします。

実績 計 画

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

量の見込み

（対象者数）
１人 ４人 ４人 ４人 ４人 ４人

確保方策 １人 全ての家庭への訪問体制は整っており、全戸訪問をめざします。
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⑤ 養育支援訪問事業等

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能

力を向上させるための支援（相談支援、育児など）を行う事業です。

本村では、本事業として実施せず、必要に応じて保健師等が家庭訪問を

します。

⑥ 子育て短期支援事業

子育て短期支援事業は、保護者の疾病や仕事等により、家庭において子

どもを養育していくことが一時的に困難な場合に利用できる事業です。

本村単独での事業の実施は困難であることから、本事業として実施し

ません。

⑦ 多様な主体の参入促進事業

多様な事業者の新規参入を支援するほか、特別な支援が必要な子ども

を受け入れる認 定こども園の設置者に対して、必要な費用の一部を補助

する事業です。

⑧ 一時預かり事業

一時預かり事業は、家庭において保育を受けることが一時的に困難と

なった乳児又は幼児について、主として昼間において、保育所その他の場

所で一時的に預かる事業で、本村では1か所委託して実施しています。

年間延２人程度が見込まれますが、必要量を確保できる見込みです。

■幼稚園在園児対象型を除く

〇実施施設 さくら保育園

⑨ 子育て短期支援事業

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的

に困難となった 児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護

を行う事業です。

⑩ 病児保育・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

病児保育について、保育所等に付設された専用スペース等において、看

護師等が一時的に保育等を実施する事業です。

実績 計画

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

量の見込み（総人数） １人 ４人 ４人 ４人 ４人 ４人

確保方策（対応可能延人数） ３人 ４人 ４人 ４人 ４人 ４人
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ファミリー・サポート・センター事業は、児童の預かり等の援助を希望

する者（依頼会員）と、援助を行うことを希望する者（提供会員）との相

互援助活動に関する連絡・調整を実施する事業です。

本村では、富岡市と提携して事業が利用できる環境を整えています。

⑪ 実費徴収に係る補足給付を行う事業

特定教育・保育施設が実費徴収・上乗せ徴収を行う際、実費負担の部分

について低所得者の負担軽減を図るため、公費による補助を行う事業で

す。特定教育・保育施設の保育料については、国が定める公定価格を基に

村が保護者の所得に応じて、利用者負担額を設定することとしています

が、本村は、実費徴収していません。

⑫ 時間外保育事業（延長保育事業）

保育園利用者を対象に、通常の延長保育時間以降に保育を希望する場

合に提供する事業です。本村では、事業として実施しません。

⑬ 放課後児童クラブ・放課後子ども教室

放課後児童クラブ（学童クラブ）は、主に保護者が就労等により昼間は

家庭にいない小学生に、適切な遊びや生活の場を与えて、児童の主体性を

尊重し、健全な育成を図り、児童の自主性、社会性等のより一層の向上を

図るものです。本村では1か所委託して実施しています。

また、放課後子ども教室は、放課後や週末等において、学校の余裕教室

等を活用して全ての子どもたちの安全・安心な活動場所を確保し、地域と

学校が連携・協働して、学習や様々な体験・交流活動の機会を定期的・継

続的に提供する放課後等の支援活動で、教育委員会で実施しています。

放課後子ども教室を利用後、放課後児童クラブへ行くなどの連携をし

て実施しています。小学校の児童数を確保方策としています。

■放課後児童クラブ

〇実施施設 学童クラブさくらんぼ（さくら保育園施設内）

区分 実績 計画

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和 11年度

量の見込み（人） ８人 ６人 ９人 ９人 ９人 ８人

低学年 ４人 ３人 ４人 ５人 ６人 ４人

高学年 ４人 ３人 ５人 ４人 ３人 ４人

確保方策（定員） ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人

うち放課後子ども教室

と一体的に実施
－ － － － － －

うち放課後子ども教室

と一連携して実施 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人

クラブ数 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所
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■放課後子ども教室

⑭ 子育て世帯訪問支援事業

子育てに関する情報提供、家事・養育に関する援助等を行う事業です。

⑮ 児童育成支援拠点事業

児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに、

児童や保護者への相談等を行う事業です。

⑯ 親子関係形成支援事業

親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応

じた支援を行う事業です。

【新規３事業】

① 妊婦等包括相談支援事業

妊婦等に対して面談等を行うことにより、妊婦等の心身の状況や環境

等の把握を行うほか、母子保健や子育てに関する情報の提供、相談その

他の援助を行う事業です。

計 画

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

整備計画 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所

うち放課後児童健全育成事

業と連携
１箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所

計画

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

量の見込み（延べ回数）
妊婦届出数：３組 １組あたり面接回数：３回

９人 ９人 ９人 ９人 ９人

確保方策（こども家庭センターの代替え） ９人 ９人 ９人 ９人 ９人
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② 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）

現行の幼児教育・保育給付とは別に、月一定時間までの利用可能枠の中

で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付事

業です。本村では、令和８年度より実施します。

③ 産後ケア事業

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支

援を実施する事業です。

Ⅳ その他の推進方策

本村では、「現在の少子化の進行、家庭や地域を取り巻く環境の変化に伴い、

子どもの養育等も多様なものとなっていることにかんがみ、保護者に対する子

育て支援の施策を講ずることにより、次代を担う子どもを安心して育てられる

環境をつくり、「健やかな子どもを育む南牧村」を目指すとともに子育て世代

の増加を図り、もって地域の活性化に資すること」を目的として、平成２２年

から子育て支援施策を追加しつつ、下記①～⑦においては「子育て応援条例」

において施行しています。

① 保育園の保育に要する経費の免除

② 学校給食に要する経費の免除

③ なんもく学園の入学等祝金の交付

④ なんもく学園の児童生徒の課外活動補助金の交付

⑤ 高校生等の入学に対する補助金の交付

計画

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

量の見込み

（延べ利用人数）

０歳児 － １人 １人 １人 １人

１歳児 － １人 １人 １人 １人

２歳児 － １人 １人 １人 １人

確保方策

０歳児 － １人 １人 １人 １人

１歳児 － １人 １人 １人 １人

２歳児 － １人 １人 １人 １人

計画

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

量の見込み（延べ利用人数） １人 １人 １人 １人 １人

確保方策 １人 １人 １人 １人 １人
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⑥ 高校生等の通学に対する補助金の交付

⑦ 子育てをしている者の転入に対する奨励金の交付

⑧ 不妊治療医療費助成金交付

⑨ 結婚・出産祝金交付

⑩ 保育の充実を図るため、保育士の処遇改善に対する補助金の交付

⑪ 放課後児童クラブの利用に要する経費の免除

⑫ 保育園の主食費に対する補助金の交付

⑬ 子育て世帯に粉ミルク・紙おむつ等購入費に対する補助金の交付

以上のことについては、新制度と並行して推進して行きます。
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第６章 計画の推進体制

１ 計画の推進体制

計画の推進にあたっては、村内関係機関と連携して計画の具体的推進に関

する方策を検討し、計画の推進に努めるとともに、社会情勢の変化にも柔軟

に対応し、計画に反映します。

２ 進捗状況の管理

子ども・子育て支援事業計画においては、令和１１年度を目標年度として

いますが、必要により点検・評価を行います。なお、各分野における取組の

状況を分析するための指標（活動指標）を設定し、その見込み値の達成のた

めの方策等を明らかにすることにより、計画の目標を実現することが必要と

されており、その手法として、ＰＤＣＡサイクルによる計画の管理が求めら

れています。

〈ＰＤＣＡサイクルとは〉

○「ＰＤＣＡサイクル」とは、業務プロセスの管理手法の一つで、計画

(plan)→実行(do)→評価(check)→改善(act)という4段階の活動を繰り返し

行なうことで、継続的にプロセスを改善していく手法
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具体的な施策、取り組みの設定

（子ども・子育て支援計画の策定）

計画の内容を踏まえ、事業を実施する。

子ども・子育て支援事業計画におけるＰＤＣＡサイクルのプロセスのイメージ

住民の目から見た目標、具体的な取り組みの

見直しを実施する。

進行管理による検証と評価、各年度の目標達成状況の評価

南牧村子ども・子育て支援事業計画の推進にあたっては、本村における「ＰＤＣ

Ａサイクルによる計画の管理」の内容を構築し、その達成に向け進めることとし

ます。

３ 関係機関の役割

子ども・子育てに関わる施策は、児童福祉分野だけではなく、保健、医

療、教育など様々な分野にわたるため、保健福祉課が主管となり関係部局と

連携し、本計画を進めていきます。

また、保育所、学校その他関係する団体とも適切な役割分担のもと連携を

強化し、協働で子育て支援を推進して行きます。

子ども・子育て会議

計画（Ｐｌａｎ）

実行（Ｄｏ）改善（Ａｃｔ）

評価（Ｃｈｅｃｋ）

事務局


